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政治資金監査における領収書等の取扱いについて 
 

 

政治資金規正法においては、国会議員関係政治団体の会計責任者

は、すべての支出について、当該支出の目的、金額及び年月日を記

載した領収書その他の支出を証すべき書面（以下「領収書等」とい

う。）を徴さなければならないこととされている。 

実際の会計実務に当たっては、支出の相手先によって様々な様式

の書面が発行されているところであり、以下の事例について領収書

等として取り扱うこととしたい。 

 

● 振替受払通知票 

貯金事務センターが発行する振替受払通知票の振替口座利用

の手数料について、金額及び年月日は明らかであるところであ

るが、目的が「料金」としか記載されていない。しかし、当該

「料金」は貯金事務センターに対して支払われるものであり、

振替受払通知票の受取人が貯金事務センターに対して支出した

料金は手数料であると推認されることから、当該手数料の領収

書等として取り扱うこととしたい。 

 

  ※ 振替受払通知票 
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